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サービス業における収益性と
Marketing Double Jeopardy の理論的研究

涌 田 龍 治

要約 本稿の目的は，継続取引が必要となるサービス業における収益性と購

買頻度との関係を明らかにするための課題を理論的に導き出すことにある。具

体的には，先行研究で提示された�つの命題を比較検討する。先行研究を吟味

した結果，この�つの命題のいずれが正しいかを検証すると同時に，どちらも

正しいことを検証できる�つの仮説が導かれた。具体的には，「ブランドの収

益性は購買頻度が高まると向上する」という仮説（H1）と「ブランドの収益

性は推定される基準より正に逸脱するほど向上する」という仮説（H2）と

「基準からの逸脱による説明力は購買頻度による説明力よりも強い」という仮

説（H3）である。これらを，両命題を導いたクレジットカード市場を決定的

事例として検証しなければならないことが明らかとなった。
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1．本稿の目的

本稿の目的は，継続取引が必要となるサービス業における収益性と購買頻度

との関係を明らかにするための課題を理論的に導き出すことにある。具体的に

は，先行研究で提示された�つの命題を比較検討する。サービス業の収益性を
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高めるためには購買頻度を高める必要があるという命題と購買頻度を高めるだ

けでは不十分であるという命題である。この�つの命題のいずれが正しいのか

を検証することもできるけれども，先行研究を吟味すれば，この�つの命題が

どちらも正しいと考え，それらを検証することもできる。その方法とは，各企

業に共通する特定の購買頻度が発見できるわけではなく，市場浸透度に応じた

購買頻度の水準があり，そこから逸脱すればするほど収益性が向上する可能性

を検証する方法である。そのためには，両命題を導いたクレジットカードの市

場を決定的事例として，�つの仮説を検証する必要がある。

マーケティング分野においては，サービス業の収益性を高めるために，消費

者の反復購買を促して，購買頻度を高めることが重要であるという主張が広く

知られている。とりわけ，銀行やクレジットカード，あるいは，定期会員制度

をもつテーマパークやスポーツ観戦といった，消費者と継続的に取引を行う

サービスにおいては，南（2006）によれば，この主張が大きな影響力をもって

いる。実際，マーケティングの実務書でも，この主張が強調されている。たと

えば，林野（2012）によれば，クレジットカード会社である株式会社クレディ

セゾンでは，カードの利用頻度を高めて一人当たりの購買金額を増やすために

ポイントの有効期限を撤廃したと報告されている。また，山口（2009）によれ

ば，テーマパーク業の株式会社オリエンタルランドでは，来場頻度を高めるた

めに，よく観察しなければ見つからないような「隠れミッキー」と呼ばれるシ

ンボルマークを施設内の各所に配置したと報告されている。さらに，大野

（2010）によれば，プロサッカー興行業の株式会社アルビレックス新潟でも，

来場頻度を高めるために家族同士のコミュニケーションが競技場で行えるよう

町内会単位で来場を促したと報告されている。

しかし，このような報告があるにもかかわらず，そこで対象となった企業の

収益性は必ずしも高いわけではない。たとえば，2011年度の株式会社クレディ
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セゾンは，同業他社の出光クレジット株式会社よりも一人当たりの購買金額は

高いと推定できる。なぜならば，株式会社クレディセゾンのほうが出光クレジ

ット株式会社よりも，一回当たりの利用額が多いとされているゴールドカード

会員の割合は高いからである。実際，『月刊消費者信用』2012年�月号によれ

ば，2011年度の出光クレジット株式会社のゴールドカード会員の占める割合は

0.32％であるのに対して，2011年�月20日付の『日経MJ』によれば，株式会

社クレディセゾンのゴールドカード会員が多いとされるアメリカン・エクスプ

レス・カードの会員は8.08％である。ところが，両社の公表によれば，株式会

社クレディセゾンの Return On Assets（総資産営業利益率，以下 ROAと表記）

は1.84％であり，出光クレジット株式会社の2.63％よりも低い
�)

。また，2007年

�月19日付の『日経金融新聞』によれば，株式会社オリエンタルランドの来場

頻度は同業他社の株式会社ユー・エス・ジェイよりも高いと確かに報告されて

いる。しかし，両社の公表によれば，2006年度の売上高営業利益率は，株式会

社オリエンタルランドが9.9％であるに対して，株式会社ユー・エス・ジェイ

は10.1％であり，前者のほうが低いのである
�)

。さらに，社団法人日本プロサッ

カーリーグ（2006a）によれば，2005年度の株式会社アルビレックス新潟の来場

頻度は10.8回で，同業他社の株式会社鹿島アントラーズ・エフ・シーの10.2回

よりも確かに高い。しかし，社団法人日本プロサッカーリーグ（2006b）によ

れば，同年度の売上高営業利益率は，株式会社アルビレックス新潟が−1.63％

であるのに対して，株式会社鹿島アントラーズ・エフ・シーは0.03％であり，

前者のほうが低いのである。

本稿の問題関心は，上述した現象がなぜ起きるのかというものである。そこ
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で本稿では，こうした現象を説明する際に手掛かりとなる命題を示した先行研

究を検討する。それが，Reichheld et al.（1990）の研究と Ehrenberg et al.

（1990）の研究である。

収益性を高めるために購買頻度を高めることが重要だという主張に大きな影

響を与えた Reichheld et al.（1990）の研究をよく吟味すると，次のような事実

を彼らは発見している。すなわち，クレジットカードなどの限られたサービス

業において，取引を継続して既存客の購買頻度を高めていくと，営業活動の費

用が低減して収益性が高まるという事実である。実際，クレジットカード会社

であるMBNAアメリカ社は，解約率を抑制することに取り組み，購買頻度を

高めることにより以前の16倍の収益を達成した。

一方で，同じ年，収益性を高めるためには単純に購買頻度を高めるだけでは

不十分であると主張したのが Ehrenberg et al.（1990）の研究である。彼らは，

広く市場に浸透しているブランドを頻繁に購買すると答える人々は，浸透して

いない他のブランドを知らないがゆえに頻繁に購買する（それしか購買していな

い）と答えるため，購買頻度は他よりも高くなるという事実を発見した。逆に

言えば，市場浸透度の低いブランドほど購買頻度は相対的に低くなる。これを

彼らは「Marketing Double Jeopardy（ブランド購買の二重苦）」現象と呼んだ。

もし市場においてこの現象が発生しているならば，購買頻度が収益性に反映さ

れる度合いは各ブランドで異なるはずである。なぜならば，市場浸透度の高い

ブランドで購買頻度を高めたとしても基準となる購買頻度が高いためにその差

が大きくならず，むしろ市場浸透度の低いブランドで同じだけ購買頻度を高め

たほうが基準との差が大きくなるために収益性は向上すると予想できるからで

ある。以上のように，収益性を高めるためには，単純に購買頻度を高めるだけ

では不十分なのである。

このように，両命題は一見すると対立している。しかし，もし次のような解
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釈が正しければ，じつは矛盾のない命題であるかもしれない。第�に，各企業

は Ehrenberg et al.（1990）の命題に沿って市場浸透度に応じた購買頻度の基

準を与えられている。第�に，その上で Reicheld et al.（1990）が言うように，

基準を超えるような高い購買頻度が収益性を向上させる。このような解釈であ

る。

そこで本稿では，この解釈が正しいのかどうかを検証するために必要な仮説

を理論的に導く。以下では，まず，上述した�つの命題を示した研究を詳細に

検討する（第�節）。次に，そこから仮説を導出する（第�節）。最後に，結論を

まとめ，本稿の限界を述べる（第�節）。

2．先行研究の検討

2-1．サービス業の収益性と購買頻度の関係

収益性を高めるために購買頻度を高めることが重要であるという命題は，

1990年，Harvard Business Review誌に公表された Reichheld et al.（1990）の

実証研究が嚆矢である。彼らは，20数業種，100社以上の企業を対象に調査を

行い，顧客一人当たりの利益が累積的に取引を行うことで上昇していく事実を

提示した。たとえば，クレジットカードでは，契約当初の利益は51ドルのマイ

ナスであるが，�年目になるとカードを使うことに慣れて利用率が高まり30ド

ルの利益に，�年目になると利用額が増え42ドルになり，�年目には44ドルに

なると示している（図�参照）。

その他，図�にあるように，産業クリーニング，工業品流通，自動車関連

サービスでも同様の傾向が見られた。たとえば，産業クリーニングでは，�年

目で144ドルの利益，�年目になると166ドル，�年目になると192ドルの利益

となる。このような結果から，Reichheld et al.（1990）は，サービス業の収益

性を高めるためには購買頻度を高めることが重要であると主張したのである。
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図� 顧客一人あたりの利益と累積的取引の関係

なぜならば，購買頻度を高めることが，顧客を維持して反復購買を促すことに

なるからである。

南（2006）によれば，消費者と継続的に取引を行って顧客維持を図るサービ

ス業において，彼らの命題は大きな影響力をもっている。実際，Google

Scholar による被引用数は2012年�月時点で4,423であり，後に紹介する

Ehrenberg et al.（1990）の研究のそれが340であるのに対して，きわめて多い。

こうした影響力が大きくなった理由は，インターネットやデータベースの普

及といった実務家レベルでの情報技術（Information Technology）の進展状況が，

この命題から多くのインプリケーションを引き出したからだと推測できる。な

ぜならば，ITを利用した顧客エクイティや顧客生涯価値といったマーケティ

ング分野で重要な概念が，その後の研究で提唱されていくことになるからであ

る。実際，Blattberg et al.（1996）の研究や Rust et al.（2000）の研究では，購

買頻度の高い顧客を資産として計測する顧客エクイティという考え方が提示さ
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れた。また，Reichheld et al.（1996）の研究では，継続取引を行う顧客一人当

たりの利益を測定する顧客生涯価値という考え方が提示された。

このように，インパクトのあるデータを示した Reichheld et al.（1990）の実

証研究であるが，それを詳しく吟味すると，少なくとも二つの限界があること

がわかる。具体的には，第�に，彼らの命題は必ずしも全てのサービス業を観

察することから得られたものではないことである。第�に，ある一定の値だけ

購買頻度を高めるとそれがどれほど収益性を高めることになるのか明らかにな

っておらず，そのため，各企業によってその反映度合いが異なるという可能性

を残していることである。

第�の限界は次のようなものである。すなわち，Reichheld et al.（1990）の

研究では，すべてのサービス業を対象に実証がなされたわけではない，という

限界である。実際，彼らは，20数業種，100社以上の企業を対象に調査を行っ

た。そのうち，論文中に具体的なデータが記載されたのは，次の�つのサービ

ス業であった。自動車関連チェーン店，銀行支店，クレジットカード，貸し倒

れ保険，保険ブローカー，工業品流通，産業クリーニング，オフィスビル管理，

ソフトウェアの�つである。

ところが，その後の研究動向をみると，その他のサービス業で収益性と購買

頻度の関係を実証した研究は，顧客エクイティや顧客生涯価値といった理論的

概念を提唱した研究と比べると数が少ないようである。事実，顧客生涯価値を

測定するモデルを提唱した研究は，Crosby et al.（1987），Schmittlein et al.

（1994），Li（1995），Bolton（1998），Allenby et al.（1999），Reinartz et al.

（2003）など数多くある。一方で，収益性と購買頻度の関係を検討した研究は，

Reinartz et al.（2000）の研究や Aeron et al.（2008）の研究などに限られてい

る。

Reichheld et al.（1990）の研究が企業の詳細なデータを提示できたのは，著
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者の一人（Reichheld）が Bain & Company というコンサルティング企業に勤め

ていた経歴によるところが大きいのかもしれない。なぜならば，その後の研究

でも，これほど多様な市場を対象に具体的な顧客一人当たりの利益を示したも

のは見られないからである。たとえば，収益性と購買頻度の関係を検討したも

のには，Reinartz et al.（2000）の研究や Aeron et al.（2008）の研究があるも

のの，前者はアメリカのカタログ販売小売サービスを対象にした研究であり，

後者はクレジットカードを対象にした研究であり，Reichheld et al.（1990）の

ような，広範な市場を対象にしていたわけではない。しかも，Reinartz et al.

（2000）の研究では，カタログ販売小売サービスのような，消費者と継続して

取引を行わない市場においては，購買頻度を高めることが必ずしも収益性と直

結しないことも明らかとなっている。また，Aeron et al.（2008）の研究では，

クレジットカードを対象に収益性と購買頻度の関係について検証が行われてい

るが，それは実データを使ったものではなく，シミュレーションによる検証で

あった。

以上のように，Reichheld et al.（1990）で提示された命題は，現在のところ，

継続取引を必要とするサービスの中でも限定された対象にだけ当てはまるもの

と考える必要がある。具体的には，自動車関連チェーン店，銀行支店，クレジ

ットカード，貸し倒れ保険，保険ブローカー，工業品流通，産業クリーニング，

オフィスビル管理，ソフトウェアの�つである。そのため，第�節で示したよ

うなテーマパーク業やスポーツ興行業において，購買頻度を高めることが収益

性を高めることになるのかどうかは明らかにされていないということができる

だろう。

第�の限界は次のようなものである。すなわち，購買頻度が収益性に反映さ

れる度合いは各企業で異なるかもしれないという限界である。なぜならば，

Reichheld et al.（1990）の研究で示された収益性上昇は，過去のそれと比べて
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上昇したという意味であって，他社のそれと比べて上昇したという意味ではな

いからである。実際，上述したクレジットカードの利益は各社を平均した値で

ある。ということは，図�に見られるような，利益向上のカーブには各企業で

差がみられるものと推測できる。実際，成功の典型例として示されている

MBNAアメリカ社の収益は「以前と比べて16倍」になったと報告されており，

それが同業他社でも達成できるのかどうかは明記していない。そのため，一定

の収益性をもたらすほどの購買頻度の値が各企業の外部環境などによって異な

る値となっているかもしれない。

第�節で示した株式会社クレディセゾンと出光クレジット株式会社の例を使

って言い換えれば，次のように考えることができる。株式会社クレディセゾン

は，確かに Reichheld et al.（1990）の知見を学んで，購買頻度を高め，以前よ

りも ROAを高めた。けれども，出光クレジット株式会社の場合，購買頻度が

収益性により強く反映される何らかの理由があったため，購買頻度のわずかな

上昇が大きな収益性向上につながり，結果として ROAは株式会社クレディセ

ゾンよりも高かった。このような解釈である。

以上のように，Reichheld et al.（1990）の研究は，具体的なデータを示し実

践的なインプリケーションに満ちた実証研究であった。だからこそ，多くの引

用がなされたと推測できる。しかし，彼らの命題を適用する場合には，次の�

点に注意を払わなくてはならない。第�に，彼らの命題は必ずしも全てのサー

ビス業を観察することから得られたものではないことである。第�に，購買頻

度を高めるとどれほど収益性を高めることになるのか，各企業によってその反

映度合いが異なるという可能性を残していることである。

2-2．サービス業の収益性とMarketing Double Jeopardy

Reichheld et al.（1990）の研究がHarvard Business Review誌に公表された
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のと同じ年，Journal of Marketing誌には彼らの命題とは一見対立する研究が

公表された。Ehrenberg et al.（1990）の研究である。彼らは，Reichheld et al.

（1990）の研究のもつ第�の限界が実際の市場でもありうることを示した。す

なわち，一定の収益性を獲得するために必要な購買頻度が各ブランドによって

異なることを示したのである。これにより，収益性を高めるためには，単純に

購買頻度を高めればよいわけではないと主張した。

Ehrenberg et al.（1990）の研究では，各社のマーケティング諸活動とかかわ

りなく，各ブランドが市場浸透度に応じて基準となる購買頻度の値をもつこと

を示した。つまり，同じ購買頻度の値を達成していたとしても，あるブランド

では基準よりも低いと評価され，別のブランドでは基準よりも高いと評価され

る場合があることを示した。具体的には，米国のインスタントコーヒーと朝食

用シリアルを対象に調査を行い，一定期間内に一度でも当該ブランドを購買し

たことがあると答えた人々の割合である市場浸透度が低ければ，同期間内に購

買した頻度が低くなる傾向を発見した。これを彼らは Marketing Double

Jeopardy と呼んだ（図�参照）。

Marketing Double Jeopardy現象が生じる理由について，Ehrenberg et al.

（1990）はMcPhee（1963）の露出仮説を援用して，次のように説明している。

今，ある町に二つのレストランがあるとする。両レストランはマーケティング

諸活動の成果が全く同じであり，そのため来店客が得る効用は等しいと想定す

る。通常，こうした想定がある場合，来店客は，どちらのレストランも等しく

利用するだろうから，彼らの利用率は50％ずつとなっていると考えられる。

ところが，次のように，市場浸透度だけが両レストランで異なると想定して

みよう。すなわち，町の住人は100人で，レストランＡを知っている人々は80

人（市場浸透度は80％），レストランＢを知っている人は50人（市場浸透度は50％）

とする。このとき，レストランＡとＢを両方知っている人が30人いることにな
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図� インスタントコーヒーにおけるMarketing Double Jeopardy現象

る。もしここで，両レストランが自分の店に来た客に「どれほど自分の店を利

用しているか」を尋ねたならば，Marketing Double Jeopardy現象が起きる。

まず，レストランＡしか知らない50人［＝80人−30人］は，「レストランＡ

を100％利用した」と答えるはずである。次に，レストランＢしか知らない20

人［＝50人−30人］は「レストランＢを100％利用した」と答えるはずである。

最後に，レストランＡとＢを両方知っている30人は，両レストランの効用が同

じなので，「レストランＡを50％，レストランＢを50％利用した」と答えるで

あろう。

このとき，レストランＡでは，80人の来店客が平均すると81.25％［＝(50人

×100％＋30人×50％)÷80人］自分のレストランを利用したことがわかる。一

方，レストランＢでは50人の来店客が平均すると70％［＝(20人×100％＋30人
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×50％)÷50人］自分のレストランを利用したことがわかる。これは，両レス

トランの利用率が50％ずつで等しいという当初の予想とは異なる。このように，

単にレストランを知らない人が来てくれないというだけで，利用率，言い換え

れば，来店頻度に差が出てしまう，という現象が生じる。

このように，Marketing Double Jeopardy現象は，各社のマーケティング諸

活動の影響によってではなく，購買頻度の測定上の問題から生じると説明され

ている。すなわち，一度でも購買したことがある人々を母集団として当該ブラ

ンドの購買頻度を測定しなければならないために，Marketing Double

Jeopardy現象が生じると説明されているのである。これにより，各ブランド

は市場浸透度に応じた基準となる購買頻度をもつことが示され，収益性を高め

るためには，単純に購買頻度を高めればよいわけではないと主張したのである。

当初，Marketing Double Jeopardy現象は反復購買される日用品の市場に限

られた現象と考えられていたようである。たとえば，Uncles et al.（1995）や

Ehrenberg et al.（2002）では衣料用洗剤市場において，Yang et al.（2007）で

はシャンプー市場において，Marketing Double Jeopardy現象が発見されてい

る。また，財ではないけれども，日常的に消費されるサービスにおいても，

Marketing Double Jeopardy現象が発見されていた。たとえば，Keng et al.

（1984）では小売サービス市場において，Barwise et al.（1987）や Ehrenberg

（1988）ではテレビ番組市場において，この現象が発見されていた。

しかし，さらに日用品ではない市場にまで Marketing Double Jeopardy現

象が発見される。たとえば，Harris et al.（2007）の研究では航空チケット市場

において，この現象が発見されている。また，Dawes（2009）の研究ではス

ポーツウェア市場において，この現象が発見されている。

ついに，Reichheld et al.（1990）の研究で対象となったクレジットカードの

市場においても，この現象が発見される。それが，Sharp et al.（2002）の研究
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図� ニュージーランドのクレジットカードにおけるMarketing Double Jeopardy現象

である。Sharp et al.（2002）は，ニュージーランドとオーストラリアの銀行が

発行するクレジットカードの市場においても Marketing Double Jeopardy現

象が起きていることを示した（図�参照）。彼らはまず，オーストラリアのガソ

リンスタンド市場における市場浸透度と購買頻度とを調べ，Marketing

Double Jeopardy現象が発生していることを示した。次に，同じようにクレジ

ットカード市場における市場浸透度と購買頻度を調べた。その結果，両市場の

傾向に大きな差はなく，クレジットカード市場においてもMarketing Double

Jeopardy現象が起きていることが示された
�)

。ここで初めて，サービス業の収

益性向上が，購買頻度により説明されるのか，それとも説明されないのか，と
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いう本稿の問題が浮上したといえる。

以上のように，Marketing Double Jeopardy現象を示した先行研究は，収益

性を高めるためには，単純に購買頻度を高めればよいわけではないと主張した。

なぜならば，一定の収益性を獲得するために必要な購買頻度が各ブランドの市

場浸透度によって異なる現象が見つかったからである。この現象が，

Reichheld et al.（1990）の研究で対象となったクレジットカードの市場におい

ても発見されたことから，収益性向上が購買頻度により説明できるのか，でき

ないのかといった問題を顕在化させることとなったのである。

3．仮説の導出

これまで見てきたように，Reichheld et al.（1990）の命題と Ehrenberg et al.

（1990）の命題とは一見すると対立している。しかし，次のような解釈を行え

ば，じつは矛盾のない知見であるかもしれない。第�に，各企業は

Ehrenberg et al.（1990）の命題に沿って市場浸透度に応じた購買頻度の基準を

与えられている。第�に，その上で Reicheld et al.（1990）が言うように，基

準を逸脱するような高い購買頻度が収益性を向上させる。このような解釈であ

る。

さらに，このような解釈の正しさを検討する際に必要な方法の開発も行われ

てきた。実際，Marketing Double Jeopardy現象を示した先行研究の中では，

基準を逸脱するような高い購買頻度のブランドを発見する方法がこれまで二つ

も示されてきた。しかし，このようなブランドを発見する方法が開発されてき

たのは，上述した解釈の正しさを検証するために開発されてきたわけではない

ようである。そのため，発見されたブランドの収益性が，本当に基準からの逸

脱度合いで説明できるのかどうかは，実証されていない。

逸脱したブランドを発見する方法が開発されてきた背景は，次の�つの理由
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があると推測できる。第�は，Marketing Double Jeopardy現象をより精緻に

発見する学術的な理由があったためである。この現象を発見した研究では，市

場における多くのブランドがこの現象で推定できる基準に沿っていることを精

緻に示す必要があった。言い換えれば，逸脱が少ないほど基準に沿っている程

度が高いことになる。このために，逸脱ブランドを発見する方法が開発された

と推測できる。第�は，競争市場で対応しなければならない実務的な理由があ

ったためである。具体的には，自社ブランドの購買頻度が他社と比べて高いの

かどうか，各社は判断しなくてはならない状況にあった。自社あるいは他社が

逸脱ブランドであるのかどうかを判断しなくては適切な競争対応ができないで

あろう。そのために，逸脱ブランドを発見する方法が開発されたと推測できる。

Marketing Double Jeopardy現象から推定される購買頻度の基準とそこから

の逸脱度合いを検討した嚆矢は，Kahn et al.（1998）の研究であった。Kahn

et al.（1998）は，市場における各ブランドの市場浸透度と購買頻度が，次の関

係式であらわされることを示した。すなわち，ブランド i の市場浸透度を bi，

購買頻度を wi とすると，wi(1-bi)＝k が成り立つ。ここで k とは市場で決ま

る一定の値のことである。もし特定のブランド jの購買頻度 wjが基準よりも

高かったならば，kの値は他のブランドのそれよりも大きくなる。そこで，市

場内のブランドごとに wi(1-bi)の値を計算し，その平均をとって kとみなし，

この値と各ブランドの wi(1-bi)の値との乖離値を見ることで，逸脱度合いを

測定した。米国のソフトドリンク市場を対象にした結果から，TaBブランド

が他よりも正に逸脱していることが明らかとなった（図�参照）。すなわち，

TaBは市場浸透度から推定される購買頻度の基準以上に高い購買頻度を達成

していることが明らかとなった。彼らは，調査時点の TaBが体重を気にする

女性向けのプロモーションを行っていた事実を示して，このような結果が生じ

たと解釈した。このように，Kahn et al.（1998）は，市場において基準から逸
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図� 米国のソフトドリンク市場における逸脱ブランド

脱したブランドを発見する方法を示した。しかしながら，明らかにされた

TaBが他のブランドよりも収益性が高いのかどうか検証はしていない
�)

。

一方，里村（2007）の研究では，Kahn et al.（1998）の簡略的な方法よりも洗

練させた方法を示している。ここではまず，ある一定の市場規模が与えられた

場合，市場浸透度と購買頻度とがディリクレ分布に従うと仮定する。これによ

り，各ブランドの市場浸透度と購買頻度の観測値が与えられれば理論値を導く

ことができるようになる。次に，理論値と観測値との乖離度を測定する。最後

に，市場浸透度における乖離度と購買頻度における乖離度とを二軸にとって各
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ブランドの値をプロットすると，市場浸透度が低く乖離しているにもかかわら

ず購買頻度が高く乖離しているブランドが見つかる。里村（2007）は，日本の

インスタントコーヒーを対象に，この方法を使って市場浸透度に比して購買頻

度の高いブランドを発見した。このように，里村（2007）は，市場において基

準から逸脱したブランドを発見するより洗練した方法を示した。しかしながら，

明らかにされたブランドが他のブランドよりも収益性が高いのかどうか検証は

していないのである。

以上から，両命題が正しいと考えた場合の解釈を検討するには，両命題を導

いたクレジットカードを，いわば決定的事例として取り扱って，次の3つの仮

説を検証する必要がある。第�は，「ブランドの収益性は購買頻度が高まると

向上する」とした仮説�（以下，H1と表記）である。これは，Reichheld et al.

（1990）の命題が妥当かどうかを検証する仮説である。もし H1が棄却されれ

ば，彼らの命題が正しいわけではなく，収益性は購買頻度とは別の要因に影響

を受けると考えなくてはならないだろう。第�は，「ブランドの収益性は推定

される基準より正に逸脱するほど向上する」とした仮説�（以下，H2と表記）

である。これは，Ehrenberg et al.（1990）の命題が妥当かどうかを検証する仮

説である。もし H1が支持されているにもかかわらず H2が棄却されれば，収

益性を高めるような共通の購買頻度の値を各ブランドはもつことが示されるた

め，Marketing Double Jeopardy現象自体が企業のマーケティング諸活動に何

らかの影響を受けていると疑う必要があるだろう。第�は，「基準からの逸脱

による説明力は購買頻度による説明力よりも強い」とした仮説�（以下，H3と

表記）である。これは，Reichheld et al.（1990）と Ehrenberg et al.（1990）の

命題のどちらも正しいことを確認するための仮説である。もし H1と H2 が支

持されているにもかかわらず H3が棄却されれば，Marketing Double

Jeopardy現象は収益性に大きな影響は与えず，Reichheld et al.（1990）の命題
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がより汎用性の高い理論であることを意味するであろう。逆に，もし�つの仮

説全てが支持されれば，各企業は Ehrenberg et al.（1990）の命題に沿って市

場浸透度に応じた購買頻度の基準を与えられており，その上で Reicheld et al.

（1990）が言うように，基準を逸脱するような高購買頻度が収益性を向上させ

る，という解釈が正しいことが確認できる。以下に�つの仮説をまとめておく。

H1：ブランドの収益性は購買頻度が高まると向上する

H2：ブランドの収益性は推定される基準より正に逸脱するほど向上する

H3：基準からの逸脱による説明力は購買頻度による説明力よりも強い

4．本稿の結論と今後の課題

本稿は，継続取引が必要となるサービス業における収益性と購買頻度との関

係を明らかにするための課題を理論的に導き出すことを目的とした。具体的に

は，先行研究で提示された Reichheld et al.（1990）と Ehrenberg et al.（1990）

の�つの命題を比較検討した。先行研究を吟味した結果，この�つの命題のい

ずれが正しいかを検証すると同時に，どちらも正しいことを検証できる3つの

仮説が導かれた。具体的には，「ブランドの収益性は購買頻度が高まると向上

する」という仮説（H1）と「ブランドの収益性は推定される基準より正に逸脱

するほど向上する」という仮説（H2）と「基準からの逸脱による説明力は購買

頻度による説明力よりも強い」という仮説（H3）である。もしこれらの仮説が

クレジットカード市場で全て支持されれば，各企業は Ehrenberg et al.（1990）

の命題に沿って市場浸透度に応じた購買頻度の基準を与えられており，その上

で Reicheld et al.（1990）が言うように，基準を逸脱するような高購買頻度が

収益性を向上させる，という解釈が正しいことが確認できる。

もちろん，本稿は先行研究の議論を手掛かりに調査仮説を導き出したに過ぎ
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ない。しかも，ここで詳細にわたってとりあげた�つの先行研究は，どちらも

丁寧な実証調査を行っていることは上述した通りである。導出された仮説を実

証調査によって検証して初めて，ここで展開された議論が実を結び，これら優

れた先行研究の意義をより深めることになるであろう。これが本稿の課題であ

ることは言うまでもない。
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